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議案第議案第議案第議案第６４６４６４６４号号号号およびおよびおよびおよび第第第第６８６８６８６８号号号号にににに対対対対するするするする質疑質疑質疑質疑    

    

１１１１．．．．人事院人事院人事院人事院によるによるによるによる今回今回今回今回のののの「「「「特別調査特別調査特別調査特別調査」」」」とととと「「「「人事院勧告人事院勧告人事院勧告人事院勧告」」」」にににに対対対対するするするする

市長市長市長市長のののの認識認識認識認識についてについてについてについて    

 今回の人事院が行った特別調査は、調査期間も非常に短く、通常の職種別民間給与実態調査とは異なりわずか２７％の企業のみを対象とした不十分な調査だと私は認識している。 このような臨時勧告が行われたのは昭和４９年以来の特殊な事態であり、上記のような不十分な調査に基づいた人事院勧告では、真に「情勢適応の原則」にはふさわしくないと私は認識している。 
 

アアアア．．．．市長市長市長市長はははは、、、、今回今回今回今回のののの特別調査特別調査特別調査特別調査はははは適切適切適切適切だだだだとおとおとおとお考考考考えかえかえかえか。。。。    

 

イイイイ．．．．市長市長市長市長はははは、、、、このこのこのこの特別調査特別調査特別調査特別調査にににに基基基基づくづくづくづく今回今回今回今回のののの人事院勧告人事院勧告人事院勧告人事院勧告はははは適切適切適切適切だとだとだとだと

おおおお考考考考えかえかえかえか。。。。    

    

 

２２２２．．．．地方分権時代地方分権時代地方分権時代地方分権時代におけるにおけるにおけるにおける「「「「地方自治体地方自治体地方自治体地方自治体のののの給与政策給与政策給与政策給与政策のののの在在在在りりりり方方方方」」」」とととと

人事院勧告人事院勧告人事院勧告人事院勧告によるによるによるによる人件費一律削減人件費一律削減人件費一律削減人件費一律削減がががが「「「「自治体自治体自治体自治体のののの経済対策経済対策経済対策経済対策にににに与与与与えるえるえるえる

影響影響影響影響」」」」についてについてについてについて    

    

（（（（１１１１））））衆議院総務委員衆議院総務委員衆議院総務委員衆議院総務委員会会会会（（（（５５５５月月月月２６２６２６２６日日日日））））によるによるによるによる「「「「一般職一般職一般職一般職のののの職員職員職員職員のののの

給与給与給与給与にににに関関関関するするするする法律等法律等法律等法律等のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする法律案法律案法律案法律案にににに対対対対するするするする附帯決議附帯決議附帯決議附帯決議」」」」

およびおよびおよびおよび附帯決議附帯決議附帯決議附帯決議にににに対対対対するするするする総務大臣総務大臣総務大臣総務大臣のののの見解見解見解見解をををを受受受受けてけてけてけて、、、、市長市長市長市長はどのよはどのよはどのよはどのよ

うにおうにおうにおうにお考考考考えかえかえかえか。。。。    

 すでに本市は昨年７月から２年間にわたる職員給与費等の減額（削減 見込み総額は約９億７４００万円）を行なってきた。さらに今回の凍結見込み額は約３億４９００万円にものぼる。 そんな中、５月２６日に開催された衆議院総務委員会において、「今回の措置（人事院勧告）に関連する地方公務員の給与の取扱いについては、既に独自の給与削減措置を講じている団体も相当数に上ることにかんがみ、今回の措置に準ずる措置を一律に要請することはしないこと」との附帯決議（４つの附帯決議のうち、第３項目）が成された。 この附帯決議中の「独自の給与削減措置を講じている団体」とは、まさに本市が行なってきた取り組みを指しており、この附帯決議が指す「団体」に該当している。 また、附帯決議を受けた鳩山総務大臣は、決議を尊重すると共に特にこの項目について十分に注意していきたいとの見解を述べた。 
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アアアア．．．．市長市長市長市長はははは、、、、このこのこのこの国会国会国会国会のののの附帯決議附帯決議附帯決議附帯決議とととと総務大臣総務大臣総務大臣総務大臣のののの見解見解見解見解をををを受受受受けてどのけてどのけてどのけてどの

ようにおようにおようにおようにお考考考考えかえかえかえか。。。。特特特特にににに、、、、地方分権時代地方分権時代地方分権時代地方分権時代にはにはにはには「「「「自治体自治体自治体自治体ごとのごとのごとのごとの給与政給与政給与政給与政

策策策策」」」」がががが在在在在るべきではないかとるべきではないかとるべきではないかとるべきではないかと私私私私はははは考考考考えるがえるがえるがえるが、、、、市長市長市長市長ははははこのこのこのこの点点点点ををををどのどのどのどの

ようにおようにおようにおようにお考考考考えかえかえかえか。。。。 

    

    （（（（２２２２））））本市独自本市独自本市独自本市独自のののの給与減額措置給与減額措置給与減額措置給与減額措置にににに上乗上乗上乗上乗せせせせしてさらにしてさらにしてさらにしてさらに人事院勧告人事院勧告人事院勧告人事院勧告にににに基基基基    

づいてづいてづいてづいて期末期末期末期末・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当をををを一部凍結一部凍結一部凍結一部凍結すればすればすればすれば、、、、本市本市本市本市のののの景気景気景気景気へのへのへのへのマイナマイナマイナマイナ    

スのスのスのスの影響影響影響影響がががが十分十分十分十分にににに予測予測予測予測しうるしうるしうるしうるがががが、、、、それでもそれでもそれでもそれでも市長市長市長市長がががが今回今回今回今回のののの判断判断判断判断にににに至至至至    

ったのはったのはったのはったのは何故何故何故何故かかかか。。。。    

 繰り返しとなるが、すでに本市は昨年７月から２年間にわたる職員給 与費等の減額（削減見込み総額は約９億７４００万円）を行なってきた。さらに今回の凍結見込み額は約３億４９００万円にものぼる。 このように本市独自の削減に上乗せしてさらに人事院勧告に準じれば、市民であり消費者でもある市職員の生活への悪影響が予想され、景気対策として講じたプレミアム商品券発行による効果も減少しかねず、せっかく本市が講じた景気対策・経済対策にも大きなマイナスの影響が起こることが十分に予測しうる。 
 アアアア．．．．こうしたこうしたこうしたこうした懸念懸念懸念懸念にもにもにもにも関関関関わらずわらずわらずわらず、、、、市長市長市長市長がががが今回今回今回今回のののの判断判断判断判断にににに至至至至ったのはどのよったのはどのよったのはどのよったのはどのようなおうなおうなおうなお考考考考えかえかえかえか。。。。特特特特にににに、、、、人事院勧告人事院勧告人事院勧告人事院勧告にににに一律一律一律一律にににに従従従従うことがうことがうことがうことが本市本市本市本市のののの景気対策景気対策景気対策景気対策・・・・経済対策経済対策経済対策経済対策にににに与与与与えるマイナスのえるマイナスのえるマイナスのえるマイナスの影響影響影響影響をををを推計推計推計推計するなどするなどするなどするなど考慮考慮考慮考慮したしたしたした上上上上でのでのでのでの判断判断判断判断だったのかだったのかだったのかだったのか。。。。    
 イイイイ．．．．本市本市本市本市のののの景気景気景気景気・・・・経済経済経済経済にににに及及及及ぼすマイナスのぼすマイナスのぼすマイナスのぼすマイナスの影響影響影響影響をををを考慮考慮考慮考慮すればすればすればすれば、、、、本市独自本市独自本市独自本市独自のののの給与減額措置給与減額措置給与減額措置給与減額措置にににに上乗上乗上乗上乗せするせするせするせする形形形形でさらにでさらにでさらにでさらに人事院勧告人事院勧告人事院勧告人事院勧告にににに準準準準じるじるじるじる措置措置措置措置はははは取取取取るべきではなかったのではないかるべきではなかったのではないかるべきではなかったのではないかるべきではなかったのではないか。。。。    




